Product Safety and Risk Management : A Change from Product Liability to Corporate Social Responsibility toward New Era of Consumer Policy by 杉野 文俊
専修ビジネス･レビュー(2007) Vol.3 No.1 :29-44
製品安全とリスクマネジメント
ー消費者保護の新時代へ向けて, PLからCSRへー
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to Corporate Social Responsibility toward New Era of Consumer Policy
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消費者保護の新しい時代を象徴するのが改正消費生活用製品安全法の施行である｡この論文では改正消安法制定の背景であった一
連の製品事故やリコールの事例を概観することによって,改正消安法の意義を検討する｡製品事故情報の報告･公表制度を定める同
法は,企業や行政に｢情報開示をしない｣文化からの脱却を促すものである｡それは製品安全を｢PLベースのもの(P♭ps)｣から
｢csRベースのもの(CSR-PS)｣へ転換することであり, ｢伝統的RM｣を｢現代的RM｣ -と進化させることである｡改正消安法の
意義は行政･企業･消費者の協働によって製品安全を図ることであり,企業に求められているのは同法の精神を先取りしたCSR-PS
であり, PSを現代的RMの一環として実践することにはかならない｡
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Enforcement of the Revised Consumer Product Safety Act in 2007 is one of the important events which representthe new era of con-
sumer protection movementand policy in Japan. nis paperwill examine recuming incidents of consumer product accidentsand recall
as a background leading up tothe enactment of the Act and discuss how sign姐Cantthe Act isand how itwill changethe culture of
non･disclosure among Japanese corpora也onsand govemment agencies in Japan.Asa result of it,this paperwill concludethat corpora-
tions need to changetheir product safety h･om PlrPS (PS based on PL) to CSR-PS (PS based on CSR) which is in linewiththe para-
digm shift inrisk management &om traditionalRM to ERM
Keywords : Revised Consumer Product Safety Act (Act) , Product Safety(PS) , ProductLiability (PL) , Corporate Social Responsibil･
ity (CSR) , paradigm shiR, Enterprise Risk Management (ERM)
1.はじめに
2007年5月14日に製品事故の報告義務を定め
た改正消費生活用製品安全法(以下改正消安法と
表記)が, 6月7日には,消費者団体訴訟制度を
導入する改正消費者契約法が施行された｡前者は
1973年に消費生活用製品安全法(以下消安法と
表記)が制定されて以来の大幅な改正であり,後
者は長年の懸案であった消費者団体訴訟制度を実
現するものである｡それぞれ製品事故の多発や悪
質商法の増加を背景とするものであるが,製品安
全や消費者保護の問題が新たな時代を迎えたこと
を象徴する出来事といえよう1)｡
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製品安全にかかわる法律としては消安法と製造
物責任法(以下PL法と表記)がある｡両者は対
の関係をなすものであり,前者が製品事故を未然
に防止するための事前の規制,後者は製品事故が
発生した場合の被害者の救済を目的とする事後の
規制である｡後者には被害者の救済とともに不当
な行為に対する抑止力も期待されており,製造者
に製品安全への取り組みを促すものである｡
2006年にはそのPL法が施行されてから10年
が経過した｡その間PL法は必ずしも十分に利用
されてきたとはいえない｡また消安法には強制リ
コールの規定があるが,リコール命令が発動され
たのは35年間にわずか2件があるのみである｡
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わが国においては,とくに米国と比較するとき,
t'l法制度がそれほど利用されないという事情があ
る｡世上｢2割司法｣とか｢法律は神棚に飾って
おくもの｣などと言われる所以である｡
そうした中で改正消安法の可能性をどう評価す
べきであろうか｡改正消安法の契機になったとさ
れるパロマ瞬間湯沸かし器事故やシュレッダー指
切断事故などの事例を概観し,改止消安法の中身
をみることによって,わが国の製品安全(以下必
要に応じPSと表記)や消費者保護における同法
の意義を検討する｡
企業のリスクマネジメントに関しては,伝統的
リスクマネジメント(以卜伝統的RMと表記)
と現代的リスクマネジメント(以下現代的RM
と表記)という2つの流れがある｡伝統的RM
と現代的RMでは製品安全の取り組みにどのよ
うな違いが生じるのだろうか｡さらにコーポレー
トガバナンスやCSR (企業の社会的責任)など
と製品安全との関係はどう捉えるべきか｡これは
製品安全を企業経営上どのように位置付けるかと
いう問題に帰結する｡
最近の製品事故やリコールの状況,製品安全に
関する法規制の現状などを踏まえた上で,製品安
全とリスクマネジメントの関係をもとに,現代的
リスクマネジメントは製品安全の付加価値を高め
るものであることを導出するのがこの論文の目的
である｡
2.概念の整理
2-l.伝統的RMと現代的RM
伝統的RMとは米国において1930年代に保険
管理をルーツとして生まれ,その後損害保険とと
もに未曽有の発展を遂げた米国流のリスクマネジ
メントである｡それに対して現代的RMとは
1990年代の後半からEnterprise-wide Risk Man-
agement, EnterprlSe Risk Management, Holistic
Risk Management, Total Risk Management, Inte-
grated Risk Managementなどの名称で提唱され
始めた新しいタイプのリスクマネジメントである｡
両者の違いは｢目的｣ ｢リスク｣ ｢方法論｣ ｢焦
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伝統的RMと現代的RMの違い
伝統的RM 侏ｹ?4?ﾒ?
目的 ?ﾈ蝌,ﾉf育?企業価値 
リスク 偃X,傀9?8ｨ5??純粋リスク+投機的 リスク 
方法論 ?H488ﾘﾅ篳馼ﾎ9?吮?S社的,事前対応型 
型など ??r?
焦点 冲ﾈﾆ???有形資産+無形資産 
点｣などの点でいえば表1のとおりである｡現代
的RMにはその英文名が示すとおり, ｢全社的｣
なリスクマネジメントとリスクの｢統合的な処
理｣という2つの側面がある｡
2-2.リスクマネジメントとコーポレートガバナ
ンス
リスクマネジメントとコーポレートガバナンス
の関係については,英国のターンパルガイダンス
をはじめとして,コーポレートガバナンスにおけ
るリスクマネジメントという捉え万が一般的であ
る｡これはコーポレートガバナンスを所与のもの
として,そのコーポレートガバナンスを強化する
ための方策としてリスクマネジメントがあるとい
うことである｡しかし,そもそもコーポレートガ
バナンスのないのが問題であるとすれば,コーポ
レートガバナンスはマルチステークホルダーによ
るリスクマネジメントの手段であるということも
いえよう｡
いずれにしても,かつては｢経営者の持ち物｣
であるといわれた内部統制においてもコーポレー
トガバナンスの視点が重視されることになり,そ
の結果,内部統制とリスクマネジメントは一体と
して機能すべきものであるとされるに至った｡
コーポレートガバナンスについては,企業外部か
らのガバナンスだけでなく,企業内部のガバナン
スもあるという見方があるが,どちらが主である
かといえば,やはり｢株主を始めとするマルチス
テークホルダーが経営者を規律付けるための仕組
みとプロセス｣であるということになるだろう｡
そして企業内部のガバナンスはむしろ内部統制の
領域であろう｡
情報開示は,最近は内部統制との関連で採り上
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畿コ藤
ステークホルダーとリスクコントロール
出所.杉野. 2005. p. llの図を一部訂正o
げられることが多いが,コーポレートガバナンス
の要素としての意義も重要である｡情報開示の目
的は投資家,顧客などがそのリスクを適切に評価
するためのものであり,それは投資家や顧客など
によるリスクマネジメントの前提条件となるもの
である｡また経営者は情報開示を行うことによっ
て,結果的に自らを律することになるという効果
も考えられる｡
ちなみにコーポレートガバナンスを世界的な視
点で考えると①公正さと透明性, ②ボードの役割
(｢オーバーサイト｣の機能),そして③ディスク
ロージャーという3つのポイントがあり(神
田, 2005,pp.38-40),良いステークホルダーを確
保するためには,すべてのステークホルダーと公
平な取引を行っていることを示す必要があり,そ
の透明性を確保するための情報提供活動がディス
クロージャーである(若杉, 2005,p.29)0
主要なステークホルダーとステークホルダー別
のリスクコントロールを示したものが図1である｡
パロマの事故に関しては,取締役会が機能してい
なかったことが指摘されている(讃膏新聞, 2006
年7月27日)｡そして製品事故情報報告･公表制
度は｢情報開示｣の制度にほかならずコーポレー
トガバナンスのための制度ともいえるものである｡
2-3.リスクマネジメントとCSR
CSRは,コーポレートガバナンス,コンプラ
イアンス,企業倫理, CSR,内部統制,情報開示,
BCMのすべてを包含するものである｡ CSRは,
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鑑3藩
リスクマネジメントとコーポレートガバナンス,
内部統制, CSRなどの関係
義 凛?
リスクマネジメント 舒仂h,ﾈ?檠4?9D2?55"?コーポレート ガバナンス 
コンプライア ンス 
企業倫理 
内部統制 
情報開示 
製品安全RM 
｢経済的責任｣ ｢法的責任｣ ｢倫理的責任｣ ｢社会貢
献責任｣からなるものであり(Carroll, 1993, pp.
32-37),トリプルボトムラインの｢社会面｣ ｢環
境面｣ ｢経済面｣からなるものであり(Elkington,
1998, pp.69-96),また｢経済性｣ ｢適法性｣ ｢倫
理性｣からなるものである(本間, 1994)｡ CSR
といえばかつては環境や社会貢献であったが,現
代の日本では本業によるCSRが中心になってい
る｡それは本業において,コーポレートガバナン
ス,コンプライアンス,企業倫理,内部統制,情
報開示,製品安全などを実現することである｡
換言すれば,コーポレートガバナンス,コンプ
ライアンス,企業倫理,内部統制,情報開示,製
品安全RMなどを実効あらしめることがCSRを
果たすことであり,それらとCSRは表裏の関係
にあり,同様にコーポレートガバナンスなどを包
摂するリスクマネジメントとCSRも表裏　一体の
ものである｡つまりCSRはリスクの源泉であり,
そのリスクに対処するリスクマネジメントのサブ
セットとしてコーポレートガバナンス,コンプラ
イアンスなどがあるといえよう(表2)｡
2-4.製品安全
製品安全とは-一一般的には｢製品の安全性｣もし
くは,製造業者などによる｢製品の安全性を確保
するための取り組み｣を指す｡安全とは｢身(組
織体)に危険を,物に損傷･損害を受けるおそれ
のない｣ことである(新明解国語辞典)｡した
がって,安全な製品とは｢製品の本来の効用や有
用性を維持しながら,身(組織体)に危険を,物
に損傷･損害を与えるおそれのない製品｣である
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といえる｡
製品安全はproduct safetyの訳語であり,製造
物責任とともに1970年代以降にわが国に浸透し
た概念である｡それはproductliabilityと表裏の
関係にある法的な概念である｡つまり製品安全と
はPLの中心概念である製品欠陥と対置されるも
のであり,その結果,製品安全とは｢製品が欠陥
ではない｣ことである｡そして欠陥の概念につい
ては,米国では｢不相当に危険な欠陥の状態にあ
る(in a defective condition unreasonably danger-
ous)｣ことであり(杉野, 2004,pp. 26-29),わが
国のPL法では｢当該製造物の特性,その通常予
見される使用形態-中略-･を考慮して,当該製造
物が通常有すべき安全性を欠いている｣ことであ
る(PL法第2条第2項)｡いずれの国のPL法で
も,危険効用基準(risk utility test)がその根底に
あることでは共通している｡すなわち欠陥という
のは絶対的なものではなく, ｢効用｣という言葉
で代表されるようなさまざまな要素との関係で判
断される相対的なものである｡
この論文で言う｢pLベースのPS｣とは,その
ようにPLと対置されるPS,あるいはPL対応の
ためのPSのことである｡その場合, ｢安全(欠
陥)｣とは何かは, PL法その他の法律や判例の蓄
積によって解釈されなければならず,最終的には
司法の判断を待たなければその意味が確定しない
こともありうる｡それに対して｢CSRベースの
PS｣とは,法的な観点はもとより,それに加え
て｢倫理性｣の観点からもPSを実現することで
ある｡経済性の観点は上記のとおり危険効用基準
にもともと含まれているので追加すべきは｢倫理
性｣である(図2参照)2)｡
たとえばパロマの事故では法的責任の有無は裁
判の決着がつくまでは未定であるが, CSRの観
点からすれば｢安全な製品｣ではないといえるの
滴豆
｢PLベースのPS｣と｢CSRベースのPS｣
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ではないか｡三洋電機製扇風機の経年劣化による
事故では10年間の法定責任期間を超えているの
で三洋電機の法的責任は生じない｡さらにタイレ
ノール事件のように,出荷されたあとの製品に誰
かが毒物を混入した場合はどうであろうか3)｡い
ずれも製造者の法的責任とはならないが,倫理的
には製造者による何らかの対策が期待されるであ
ろう｡
わが国企業におけるPSは, PL対策としての
ものであった4)｡ PL対策は製品安全活動と事故
対策からなるが その製品安全活動がPSである｡
したがって実務としての製品安全は｢PLベース
のPS｣であった｡それはそれで重要ではあるが,
PSの射程範囲をもう少し拡大してはどうか,そ
れが｢CSRベースのPS｣を提唱する理由である｡
なお,リスクマネジメントの分野でも, HSIS
(How safe is safe enough)あるいはAUIRP (As
low as reasonably possible)の原則があるように,
またリスクの処理においてはリスクの許容レベル
が問題となるように, ｢安全(あるいはリスク)
とは何か｣は常に相対的なものであるので,その
点では法的概念の｢安全｣と同様である｡
3.製品事故･リコールの状況
3-1.製品事故情報広告･公表制度の背景
2006年7月にパロマ工業製湯沸かし器の一酸
化炭素中毒事故が判明したが,過去20年間に起
きた28件の事故で21人が死亡したにもかかわら
ず,パロマから経済産業省に報告されていたのは
2件だけであった｡ 2006年の3月と7月にはシュ
レッダーで子供が指を切断する事故が起きたが,
国への報告に遅れがあり,一般に公表されたのは
8月であった｡このように製品事故情報の収集や
公表に不備が生じるのは,これまでは事業者の協
力に基づく任意の制度として運営されており,法
的に義務付けられているものではなかったためで
ある｡
改正消安法によって製品事故情報報告･公表制
度が導入されたのは,事故の再発を防止するため
には,危険性のある製品の製造･販売を防止する
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ことは言うまでもなく,事故が発生したときには
社会全体でその事故情報を共有することが不可欠
と考えられるからである(経済産業省, 2007,p.
1)｡そこでパロマの事故をはじめ昨年来,世間の
耳目を集めている製品事故やリコールの事例を概
観しておきたい｡
3-2.パロマ瞬間湯沸かし器事故
パロマの問題が露見したのは息子を失った1人
の母親の行動がきっかけであった｡ 1996年3月
18日,東京都港区のマンションの一室で当時21
歳だった男性が死亡した｡死因はCO中毒と判明
していたが,遺族には伝えられておらず, 2006
年3月,母親は警視庁に再捜査を願い出た｡再捜
査によって湯沸かし器の安全装置を作動させてい
るコントロールボックスが不正に改造されていた
疑いが浮上した｡その後経済産業省の調査により
パロマが販売した瞬間湯沸かし器でCO中毒事故
が17件,死亡15人,重軽傷19人が出ていたこ
とが判明した｡
2006年7月11日,経済産業省から連絡を受け
たパロマは小林弘明社長をトップとする緊急対策
本部を設置した｡ 7月14日の記者会見で,小林
社長は｢原因は安全装置の改造であり,製品には
問題はない｣と説明した｡しかし7月18日には
経年劣化など製品の問題も関係していることを認
め,事故情報を十分に把握･管理できていなかっ
たことを陳謝した｡この時点でパロマ側は｢事故
は28件あり,死者は21人｣と発表した｡そして
対象製品の無償交換や新聞広告による告知活動を
開始した｡
2006年8月28日,経済産業省は被害が拡大し
た背景に事故情報の収集体制の不備があったとし
て同省への報告を義務付けるなど31の安全対策
を盛り込んだ報告書を発表した｡同時に同社製湯
沸かし器7機種の欠陥をはじめて認定して,回収
と点検を早急に行うよう消安法に基づく緊急命令
を出した｡問題の7機種は約26万台製造され,
使用が確認された約3万台のうち,回収されたの
は7,700台である(讃膏新聞, 2006年8月29日)｡
安全装置をバイパスする改造が行われていた
ケースは28件中, 15件に上り,死者が出た13
件に限ると11件を占めた(讃東新聞, 2006年8
月29日)｡そのため警視庁は業務上過失致死傷罪
の公訴時効(5年)にかからない2005年の大学
生死亡事故で捜査をしており, 2007年1月27日
にはパロマ本社などを家宅捜索した｡その結果,
警視庁捜査一課などはパロマ工業の小林敏宏元社
長(69歳)ら幹部と系列修理会社の数人を同容
疑で書類送検する方針を固めた｡小林元社長らが
危険性を認識しながら,製品の自主回収などの適
切な防止策を怠った｢不作為の過失｣が大学生の
死亡事故を引き起こした疑いが強いと判断したも
のである(日本経済新聞, 2007年10月10日)｡
この間題によりパロマは8月の販売台数が対前
年比3-5割減となり,人員削減や平均30%の減
産を余儀なくされ, 2007年1月,小林会長が引
責辞任した｡ 2006年中には,愛知県の遺族(死
亡した少年と少女の両親)が1億5000万円の損
害賠償を求める訴訟を(日本経済新聞, 2006年
10月16日),次いで北海道内の遺族ら11人が総
額4億800万円の損害賠償を求める訴訟を提起し
た(日本経済新聞社, 2007年2月8日)｡また上
述1996年事故の遺族は｢5,000万円を上回る見
舞金の支払い｣と｢資料室の設置｣などからなる
パロマ側の補償案に合意した(讃膏新聞, 2007
年7月14日)｡
経済産業省は2007年3月14日,ガス機器の不
完全燃焼によるCO中毒事故の集計結果を発表し
た｡ 1986-2006年の21年間で死者数は355人で
あった｡上位5社で3分の2を占めており, ①パ
ロマ工業95人, ②松下電器産業71人, ③リンナ
イ28人, ④ノーリツ18人, ⑤三洋電機18人で
ある｡日本ガス石油機器工業会が2月に公表した
同時期の死者数は199人であり,メーカー側が事
故情報を十分に把握できていない状況がうかがわ
れる(日本経済新聞, 2007年3月14日)｡
3-3.松下電器産業
(1)石油温風機リコール
パロマの事故とよく比較されるのが,松下電器
製石油温風機のリコール問題である(表3参照)｡
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2005年1月5日,石油温風機による中毒で小学6
年生が死亡した｡松下電器は3人目の被害者が出
た4月にリコールを開始した｡ 1日当たり平均
200人の社員を投入して,販売店での名簿探し,
点検要員による購入者宅の訪問などを行った｡そ
の間, 2005年11月21日, 52歳の中学教諭
(秦)が死亡し, 56歳の小学教頭(夫)が重体と
なる事故が発生した(日本経済新聞,朝日新
聞, 2006年12月6日)｡
これを受けて経済産業省は, 11月29日,消安
法に基づく初の担川又命令を発動した(日本経済新
聞, 2005年11月30日)｡松下電器では中村邦夫
社長(当時)が自ら緊急対策本部長となって以下
のような物量作戦の回収作業を実行した｡しかし
12月5日には,修理済みの石油温風機で80代の
男性が意識不明の重体となる事故が起きた(朝日
新聞, 2005年12月6日)0
2005年12月,松下電器は年末商戦のテレビ
CMをリコールの告知に切り替えて,その数は
10日間で18,200本,延べ86時間に及ぶものと
なった｡さらに社員6,500人を全国のガソリンス
タンドの9割にあたる43,000店に巡回させるな
どのことをした(円本経済新聞, 2005年12月20
日)｡また対象製品を1台50,000円で買い取るこ
とにして(日本経済新聞, 2005年12月7円),
2006年2月には全世帯･宿泊施設6,000万カ所
へはがきを送付した(朝日新聞, 2006年1月13
日)｡
その結果,回収率は67.4%,動員された社員
は延べ20万人,リコール対策費用は249億円と
なり(口本経済新聞, 2007年5月31日),中村
社長の減給,担当役員2人の降格という社内処分
を実施した(日本経済新聞, 2006年2月24日)｡
(2)リチウムイオン電池4,600万個リコール
松卜電器と携帯電話機世界最大手のノキアなど
は2007年8月14日,世界で4,600万個に上るリ
チウム電池の無償交換･回収を行うと公表した｡
ノキア製携帯電話向けに松下電池工業が2005年
12月から2006年11月までに製造したもので,
ソフトバンクモバイル用など日本国内に出荷した
約16万個も含まれる｡充電中に電池パックが
ショートして発熱･膨張,電話機本体から外れる
といった事故が約100件発生したためである｡松
下は2006年12月にノキアから不具合情報を入手
し, 8月6日になって,電池の設計や電極などの
素材ではなく,製造工程で電池内部に生じた損傷
が原因であることを特定した(日本経済新聞,
2007年8月19日)｡
国内でも7月28日に大阪府東大阪市でフロー
リングの床を焦がす火災が起こり, 8月7日にも
マットレスを焦がす事故があった｡ノキア･ジャ
パンは8月15日,消費生活用製品安全法に基づ
いて経済産業省に正式な事故報告を行った｡ (請
膏新聞, 2007年8月16日)｡
携帯電話やパソコンなどの電子機器に関する電
鮎謡
松下電器産業とパロマの事故発生からの経緯比較
項目 傴ﾈ岔6Hｮﾘ蝌ｼb?pロマ工業 
事故対象機器 ?駮ｸ孳Yxｴ?ガス瞬間湯沸かし器 
事故原因 ?ｨ?5?ﾈｵI?*?x,ﾈｿ8ｴ9?.｢??h.儻8ｪ?9E(魲?s正改造と製品の劣化 
死亡事故発生時期 ??YD?ﾈ篥?ﾈ?1985年1月,2005年まで断 続的に発生 
事故把握時期 ??YD?ﾈ?1985年 
公表時期 ??YD紿ﾈ?2006年7月 
出荷台数 ?Yiﾃ"ﾃ??B?6万台 
対策 兀IV?ﾉk8?ﾏ?r頡9yﾒ?R?V型と無償交換か定価の半額 
年4月時点)-1台5万円で 買い取り(05年12月時点) ?YH8*(竧.?
出所　日本経済新聞. 2006年7月22日の図表を筆者が訂正｡
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十u-十と
リチウムイオン電池リコール3社の比較
メーカー ??ｸﾌ)??ﾀ施年月 侏H獣?ｹ失額 
ソニー 涛c?ﾈﾌ"?006年8-10月 仞?饉(,ﾈﾚﾉ?ﾂ?10億円(引当金) 
三洋電機 ?3?ﾈﾌ"?006年12月 ?Hｼ?ﾉ¥??5h??x,ﾉ????0億円 
松下電器 釘ﾃc?iﾈﾌ"?007年8月 ?(傀5h?6x,ﾈｵI??00-200億円 
池回収問題では最大規模のものであり(表4参
照),経営にも大きな影響を及ぼすおそれがある｡
ちなみに8月15日の東京株式市場では松下電器
産業の株価が大幅に下落し,一時前日比145円
(6.84%)安の1,975円まで下げ年初乗の安値を
更新した(日本経済新聞, 2007年8月15日)｡
損失額は最大400億円前後とされたが(日本経済
新聞, 2007年8月16日),その後100億円～200
億円と見込まれている(日本経済新聞, 2007年8
月25日)｡
リチウム電池は1991年にソニーがはじめて量
産化し,一時は日本メーカーのシェアは1000/oで
あったが, 2006年のシェア(日経推定)は,最
大手の三洋電機が28%,ソニーが20%,松卜電
池が15%である(日本経済新聞, 8月19日)｡
(3)家電製品305万台リコール
2007年5月31日,松下電器は電子レンジ,袷
蔵庫,衣類乾燥機からなる家電製品約305万台の
部品交換を行うと発表した｡修理の対象となるの
は, 1988年～2001年に製造･出荷された28機種
であり, 305万台のうち現在も使用されているの
は26万3,000台と推定されている｡
2000年11月以降,電子レンジから発火するな
どの事故が相次いでいた｡当時は共通する原因が
特定できず｢偶発的な事故｣として処理していた
が,石油温風機のリコール命令を契機に,新たに
設置した専門部署が過去の事故事例を見直す中
で, 3製品の不具合が判明した｡長期使用による
ほこりの付着や部品の劣化などが原因と推定され
るとのことである｡問題の23件の事故は経済産
業省にも報告していたが,経産省も事故の公表や
同社にリコールの指導をするなどのことはしてい
なかった(讃責新聞, 2007年5月31日)｡
家電業界ではリコールの対象を｢同型機｣にす
るのが一般的であるが,今回は｢同等の構成を持
つ製品にまで広げた｣とのことである｡なお家電
メーカーが2006年度,経済産業省に報告した製
品不具合の件数は約1,200件であり,前年度の2
倍に急増している(毎日新聞, 2007年6月9日)0
(4)その他
上記以外にも下記の事故･リコールあり｡
･松F製食洗機,発火事故4件, 15万台リコー
ル(日本経済新聞, 2006年11月1日)
･松下電工製マッサージいす,発火事故2
件, 68,000台リコール(日本経済新聞, 2007
年1月31円)
･松下製湯沸かし器CO中毒, 1986年以降死者
48人(朝日新聞, 2007年2月22日)
･松下製電気コンロ54件火災事故(讃東新
聞, 2007年6月8日)
3-4.ソニー･リチウムイオン電池960万個リ
コール
2006年8月14日,パソコン世界最大手の米デ
ルは同社製ノートパソコン用の電池410万個を自
主回収すると発表した｡ 2006年6月,同社製の
ノートパソコンが大阪のホテルで発火事故を起こ
し,米国でも家具の損害など6件の類似事故が発
生していたためである｡電池はソニーの子会社で
あるソニーエナジー･デバイスが製造したリチウ
ムイオン電池であり,製造t程で微小な金属片が
混入したことが原因とみられた｡ソニーはデルの
充電システムとの相性が良くなかった可能性があ
り,他社パソコンでは問題は生じないとの見解で
あった(日本経済新聞, 2006年8月17日など)｡
しかしアップルコンピュータでもやけど2件を
35
専修ビジネス･レビュー(2007) Vol.3 No.1
含む9件の事故が発生しており, 2006年8月24
冒,同社は当該ソニー製電池180万個を回収する
こととした｡この時点でもソニーはシステム構成
の違いによるものであり,一一部パソコンメーカー
の特殊ケースであり,これ以上は広がらないとの
ことであった(日本経済新聞, 2006年8月25日)｡
ところがレノボグループのノートパソコンでも
ロサンゼルス空港や日本,オランダで事故が発生
したため, 2006年9月28日,同社はソニー製電
池52万6,000個を回収すると発表した｡ここで
ソニーは,全世界から同型パソコンを全面的に回
収することとした(日本経済新聞, 2006年9月
29日)｡
最終的に,回収対象は東芝83万台,富士通33
万8,000台などを含むパソコンメーカー7社分の
約960万個となり,当初200億円～300億円とみ
られた回収費用は510億円に修正された｡これは
東芝などが賠償請求をするとしているイメージ悪
化や販売機会の喪失による損害は含まない数字で
ある(日本経済新聞, 2006年10月20日)｡
3-5.三洋電機
(1)リチウムイオン電池130万個リコール
2006年12月7日, NTTドコモと三菱電機は三
菱電機製の携帯電話に使われているリチウムイオ
ン電池に過熱,爆発のおそれがあるため約130万
個を回収すると発表した｡電池は三洋電機の子会
社が製造して三菱電機にOEM供給したものであ
り, 2006年8月以降,全国で18件の破裂や異常
過熱の事故があり,やけどやじゅうたんが焦げる
などのケースもあった｡電池内部の電極が製造工
程の欠陥で変形し,絶縁シートに亀裂を生じると
いう不具合であった｡三洋電機と三菱電機は4月
には欠陥を知っていたが,公表は8月であった
(朝日新聞, 2006年12月8日)｡
回収にかかる費用は30億円～40億円と見込ま
れたが(朝日新聞, 2006年12月8日),三菱電
機は数十億円にのぼる逸失利益を三洋電機に賠償
請求するとの話もあり,三洋電機の損失額はさら
に高額となる可能性もある(朝日新聞, 2007年1
月12日)｡
( )洗濯機発火事故
2007年1月27日,三洋電機は2004年以降に
無償修理した洗濯乾燥機が修理後にも発火,利用
者がやけどを負う事故が起きていたと発表した｡
発火事故は最初のリコール前の3件を含む7件で
あった｡無償修理では配線の接合部を修理し,カ
バーを不燃性のものに交換すべきだったが,接合
部の一部を修理せず,カバーも交換していなかっ
た｡改めて点検･無償修理する製品は16万
4,000台に上り,対策費用は2億5,000万円程度
とのことである｡ 2005年4月,甲府市で修理後
の製品から発火, 1人がやけどを負った｡三洋電
機はこの事故などを公表していなかったが,今回
経済産業省の指導により発表したものである(朝
日新聞, 2007年1月27日)｡
過熱する部分に引火の可能性がある部品を使用
するという初歩的なミスに加えて,経済産業省に
指導されるまで公表をしなかったという事実は,
コーポレートガバナンスのあり方を問うものであ
る(朝日新聞, 2007年1月27日)｡
(3)旧式扇風機火災事故
2007年8月20日,東京都足立区で80代の夫
婦2人が住宅火災により死亡した｡東京消防庁の
調査で1970年製の三洋電機の扇風機が火元であ
ると判明した｡8月23日,同社はこの事故と,
製造から30年以上たった同社製の扇風機が原因
とみられる火災は2000年以降24件あることを公
表し, 30年以上前に製造された同社の製品約670
万台のうち現在も使用されているとみられる
6,000-7,000台について,使用の中止を呼びか
けることとした(讃膏新聞, 2007年8月24日)｡
上記2人死亡事故の前にも同様の原因とみられ
る火災が16件発生しており,今回もまた公表の
遅れが明らかとなった｡佐野社長は｢結果的に経
験から学んでいなかったと言われても仕方がな
い｣と答えた(日本経済新聞, 2007年8月24日)｡
総務省消防庁の調べでは,扇風機が出火原因と
なった火災は2006年までの10年間で453件あ
り, 10人が死亡し, 76人が負傷しているとのこ
とである(讃膏新聞, 2007年8月25日)｡
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3-6.シュレッダー指切断事故
経済産業省は消安法を改正した背景としてパロ
マの瞬間湯沸かし器事故とシュレッダーの幼児指
切断事故を挙げている｡数ある製品事故の中でな
ぜパロマとシュレッダーなのか｡パロマについて
はすでに述べたとおりである｡シュレッダーにつ
いても, 2006年に発生した2件の事故にパロマ
と同様の問題があったからである｡
今lgの問題が初めて報道されたのは, 2006年8
月23日,経済産業省が同年の3月と7月に発生
した幼児の指切断事故を公表し,事務機械メー
カーなどで作る社団法人｢ビジネス機械･情報シ
ステム産業協会｣などに,過去に同種事故がな
かったかどうかを調査し,対策を講じるよう求め
たときである(謹賀新聞, 2006年8月23日)｡
2006年3月10日,静岡市内の2歳の女児が,
自宅兼事務所にあったアイリスオーヤマ製のシュ
レッダーに両手を差し込み,指が9本切断された｡
同年7月15日,東京都板橋区で,カール事務器
製のシュレッダーに2歳の男児が左手を巻き込ま
れ,指が2本切断された｡
女児の父親は2006年6月22日,静岡市消費生
活センターに電話をして再発防止のための善処を
求めた｡相談員は同日中に所長に報告,国民生活
センターにも連絡して商品テストを要望した｡し
かし国民生活センターは家族が訴訟を検討中で
あったためテストを見送った｡静岡市消費生活セ
ンターは7月21日,経済産業省所管の独立行政
法人である製品評価技術基盤機構(以下NITEと
表記)にも文書で通知した｡ NITEから24日に
報告を受けた経済産業省はメーカーに問い合わせ
などをした後の8月23日記者会見を行った(朝
日新聞, 2006年9月9日)｡
こうした経緯からいえることは,事故情報が6
月22日に消費生活センターにもたらされてから
8月23日の公表までに2カ月もかかっているこ
と,そしてその間の7月15日に全く同様の2件
目の事故が発生したことである｡もっと早く公表
されていれば2件目の事故は防げたのではないか｡
つまり事故情報が安全対策に生かされなかったの
がパロマと同じであったという問題である｡
ちなみに消費生活センターは製品の欠陥が確認
されない段階では事故情報を公表しないのが原則
であり,経済産業省も最近までは同様の方針で
あった｡経済産業省が公表に慎重であったことは
上述の家電製品の例にみるとおりである｡
アイリスオーヤマは3月10日に起きた事故を
経済産業省には報告しておらず,事故が起きたの
と同タイプの5機種の販売を在庫がなくなる8月
9日まで続け,紙の投入口を狭くした改良品の販
売を始めたのは8月10日であった｡その理由は
｢まれな事故との認識であった｣とのことである
(日本経済新聞, 2006年8月24日)0
経済産業省が取りまとめた調査結果によると,
シュレッダーの事故件数は36件,こどもの被害
者数は20人,そのうち切断事故にあったこども
の数は9人であった(朝日新聞, 2006年9月13
日)｡また国民生活センターが16機種のシュレッ
ダーをテストした結果, 7機種に指切断の危険性
が認められた(朝日新聞, 2006年9月16日)｡
3-7.こんにゃくゼリー窒息事故
2007年3月23日,三重県伊勢市の学童保育施
設で,小学1年の男児(7歳)がおやつのこん
にゃくゼリーを気管に詰まらせ,病院に搬送され
たが死亡した｡男児の両親は6月15日,製造し
たエースベーカリーと伊勢市に約7,500万円の損
害賠償を求める訴訟を名古屋地裁に起こした｡同
日エースベーカリーは当該商品｢ちぎりたて呆熟
固｣を直ちに回収すると発表した(日本経済新
聞, 2007年6月16日)｡
2007年4月,長野県で7歳の男児がこんにゃ
く入りゼリーをのどに詰まらせ, 5月に死亡した｡
同月,国民生活センターは, 7歳男児の2件の死
亡事故を発表し,対策を求めた｡しかし6月15
日,その後の対応が不十分であったとして,メー
カー名を公表した｡後者は下仁田物産が製造し,
ハーベストが販売する｢収穫のおかげ　蒔萌ゼ
リー｣である(日本経済新聞, 2007年6月16日)0
またその際,新たな死亡事故が報告されたこと
も明らかにした｡ 2002年7月,秋田県の80歳の
女性がスプーンで切ったゼリーをのどに詰まら
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せ, 3カ月後に死亡,もう1件は,兵庫県の79
歳男性が2006年6月,同じくスプーンで食べて
いたゼリーをのどに詰まらせて死亡した事故であ
る(讃膏新聞, 2007年6月16日)｡
こんにゃくゼリーによる窒息事故は1995年以
降に約40件発生し, 6歳以下の乳幼児5人と60
歳以上の高齢者3人, 40代の女性1人が死亡し
ている｡しかしこんにゃくゼリーは消費生活用製
品安全法の適用外であり,かといって食品衛生法
には窒息に関する規定はないし,日本農林規格
WAS)法が定める食品表示の問題でもないので,
経済産業省,厚生労働省,農林水産省のいずれも
が回収の命令を出すことはできないという制度上
の不備が生じている(毎日新聞, 2007年6月18
日)｡
全国こんにゃく協同組合連合会や全日本菓子協
会など業界3団体は9月20日, 10月から袋の表
面に｢お子様や高齢者の方は食べないでくださ
い｣との注意書きを添えた統一の警告マークを表
示すると発表した(2007年9月21日)｡
3-8.　卜∃トミ
2006年12月,北海道苫小牧市でCO中毒によ
り一一一家の6人が死亡し1人が負傷するという事故
が起きた｡ 1986年以来,トヨトミが自主回収を
していた石油温風機によるものであった｡トヨト
ミによると同型製品によるCO中毒事故は1983
年10月から1998年12月までの15年間に7件発
生し, 7人が死亡していた｡同社によると生産台
数20,641台のうち約91%を回収したが, 1,794
台が未回収となっている(日本経済新聞, 2006
年12月16日)｡
経済産業省は12月16日,トヨトミに消安法に
基づく報告命令を出したが, 1998年に3件の死
亡･重傷事故が発生した際には,事故情報を入手
していたにもかかわらず特に対策はとらず, ｢自
主回収が進んでいたので注視していた｣とのこと
である(朝日新聞, 2006年12月19日)｡
2006年12月25日,同社が経済産業省に提出
した報告書によると2006年12月までの事故総数
は41件,死亡者は18人,重症者は3人,蛭症者
は57人であった(日本経済新聞, 2006年12月
26日)｡
3-9.その他
上記以外にも2007年1月以降,讃賓新聞,朝
日新聞,日本経済新聞などに載った製品事故･リ
コールの記事を挙げると以下のとおりである｡自
動車,エレベーター,コースター,プール,医薬
品などの製品は除く｡
●キヤノン複写機発火の恐れ,リコール84,000
台(日本経済新聞, 2007年1月19日)
●バンダイゲームやけどの恐れ, 13万5,800個
回収(朝日新聞, 2007年1月30日)
●シャープ洗濯機発火(諸費新聞, 2007年3月
16日)
●東芝電気乾燥機,リコール後事故188件(讃膏
新聞, 2007年4月10日)
●温水便座事故1984年以降105件(讃膏新
聞, 2007年5月10日)
●電動自転車,転倒事故7件,リコール22万台
(頭膏新聞, 2007年5月16日)
●女児骨折門扉リコール(讃膏新聞, 2007年5
月29日)
●電動自転車,追加18件の重傷事故(讃膏新
聞, 2007年6月1日)
●ノーリツふろ給湯器リコール(毎日新聞, 2007
年6月9日)
●昭和鉄工風呂循環器火災7件, 58,700台リ
コール(日本経済新聞, 2007年6月30日)
●電気コンロ火災, 1985年以降344件(讃膏新
聞, 2007年7月4日)
●お風呂用浮輪事故9件,うち死亡1件,植物状
態1件(讃膏新聞, 2007年7月20日)
●クロックス製などサンダル,エスカレーター事
故40件(朝日新聞, 2007年9月7日)
●ライオン殺虫スプレー事故約50件,約325万
本回収(日本経済新聞2007年9月15日)
●折りたたみ自転車不具合, 5年間で事故54件,
うち負傷38件(讃頁新聞, 2007年10月7日)
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3-10.訴訟状況
昨年来,新聞などで報道されたPL訴訟の事例
は下記のとおりである｡網羅的なものではないが,
上記の事故例に比してきわめて少数であるといえ
よう｡
●イトーヨーカ堂電気ストーブ,化学物質で神経
障害, 554万円賠償命令(朝日新聞, 2006年9
月1日)
●パロマ,北海道の遺族11人4億1,000万円提
訴(朝日新聞, 2007年2月8日)
●富士重工製軽自動車,部品欠陥による出火, 30
万円賠償命令(日本経済新聞, 2007年4月25
日)
●こんにゃくゼリー製造元など提訴(東宮新
聞, 2007年6月16日)
●マルゼン製ガスレンジ店員中毒死, 5,086万円
賠償命令(毎日新聞, 2007年6月29日)
●パロマ中毒死, 21歳死亡男性の遺族,補償合
意(見舞金5,000万円超,資料室設置など),
ほかに大阪,札幌,名古屋で訴訟係属中(讃膏
新聞, 2007年7月14日)
●ノートパソコン発火でやけど,夫婦がアップル
とソニーを提訴(讃膏新聞, 2007年7月26日)
4.製品安全に関する法規制
4-1. PL法
わが国でPL法が制定されたのは1994年
(1995年7月1日施行)である｡ 1960年代の判例
によりPL法を確立していた米国は別格としても,
欧州でPL法のEC指令が採択されたのは1985年
であり,その後1987年の英国を皮切りにECお
よびEm加盟国のほとんどが1980年代末から
1990年代の初頭までにはPL法を制定していた5)0
またオーストラリア(1992年),フィリピン
(1992年),インド(1986年),中国(1993年),
ブラジル(1990年)などでもPL法が制定されて
おり,日本の1994年というのは早い方ではな
かった｡
わが国では1960年代から1970年代にかけて消
費者運動の高まりがあり, 1975年5月に国民生
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活審議会の消費者政策部会に置かれた｢製造物責
任制度等に関する委員会｣がPL法の提言を行
い6),その19年後の1994年になってようやく立
法化の運びとなった｡ PL法により米国のような
訴訟状況になることを懸念する向きもあったが,
昨年までの10年間をみるとPL訴訟はそれほど
多いとはいえない状況である｡国民生活センター
によれば, 2006年7月1日までに提訴が確認さ
れているPL訴訟は68件である｡国民生活セン
ターで把握していない事件もあると考えられるが,
当初心配された濫訴というには余りに少ない数字
である｡
国民生活センターの調査によれば, 68件のう
ち,解決済みの事件をみると,原告勝訴(一部勝
訴,判決後和解を含む)が23件,被告勝訴が12
件,和解が17件である｡和解を除くと原告勝訴
率は66%であり,医療過誤訴訟における原告勝
訴率が30%前後であることに比較するとPL法
は原書の救済に一定の影響を与えているものと考
えられる(田測, 2005,p.2)｡
他方,国民生活センターおよび全国の消費生活
センターなどで受け付けた製品関連事故にかかわ
る相談件数,そして独立行政法人製品評価技術基
盤機構の事故情報収集制度に基づく事故件数とも,
この間増加の一途をたどっている7)｡また最近の
総務省消防庁の調べでは,家電4品冒(冷暖房機,
冷蔵庫,テレビ,洗濯機)が出火原因となった火
災が10年間で2,158件あり, 27人が死亡してい
たことが判明している(毎日新聞2007年8月30
日)｡
このように事故は増えているにもかかわらず,
PL訴訟がそれほど増加していないというのは,
｢裁判所の敷居が高い｣というわが国に固有の社
会風土や司法制度によるものである｡後者につい
ていえば,たとえば｢弁護士が近くにいない｣
｢弁護士費用がかかる｣ ｢裁判に時間と費用がかか
る｣などである(表5参照)0
4-2.製品事故情報報告･公表制度
(1)改正消安法
改正消安法は,製品関連の重大な事故を欠陥の
専修ビジネス･レビュー(2007) Vol,3 No.1
++四%;++
日米の司法制度比較8)
訴訟提起に関する制度 ?ｩgｲ?ﾄ国 
弁護士人口 ?iﾃBﾃ3???04万9,751人 
(2007年9月) 茶#?)D竰?
弁護士費用 ?X訷ｾ??yTｹwb?ｬ功報酬制度 (着手金不要) 
提訴手数料 ?乂ｨ,?ｨ984?一律100ドル 前後 
訴訟費用敗訴者負担 ???なし 
有無にかかわらず報告する義務をメーカーと輸入
業者に課す法律である｡ 2006年11月に衆参本会
議で可決･成立した｡上述したパロマ瞬間湯沸か
し器の事故,あるいはシュレッダーの事故など,
いずれも消費者-の注意喚起がタイムリーになさ
れず,そのために被害が拡大したものである｡そ
こで新たにメーカーに報告義務を課し(第34条
及び第35条),それを国が公表することによって
(第33条及び第36条),被害の拡大を防止すると
いうのが改正消安法の目的である｡
報告の対象となるのは自動車･医薬品･化粧品
など既存の法律によって規制がなされている製品
を除くすべての生活関連製品である(第2条第1
項)｡重大な事故とは, ①死亡,全治30日以上の
重傷事故, ②失明や難聴,指切断などの後遺症事
故, ③一酸化炭素中毒, ④消防が認定した火災な
どである(施行令第4条)｡報告義務を負うのは
メーカーと輸入業者であるが,小売業者,修理･
設置工事業者などには努力義務が課されている
(第34条第2項)｡
国への報告は事故を知った日から10日以内に
行い(第35条第1項及び第2項,施行規則第3
条),国は報告を受けてから7日以内に公表する
(第36条)｡国の公表制度は二段階方式であり,
まず原因が不明のときは製品の一般名称と事故概
要のみを公表する｡次に製品が原因と思われると
き,あるいは製品事故判定第三者会議の審議を経
ても原因が不明のときは,その旨を明記した上で,
具体的な製品名やメーカー名を公表する｡ただし
ガス･石油機器の場合には直ちに公表する｡誤用
や天災など,原因がメーカーの責任によるもので
ないときは,報告を要しない｡
報告の願意や虚偽の報告に対しては,国は事業
者名や被害状況を公表した上で,メーカーに事故
情報の収集･管理･提供に必要な体制の整備を命
令する｢体制整備命令｣を発令する(第37条)｡
命令に従わない場合には,懲役1年以下または
100万円以内の罰金という罰則が設けられている
(第58条第5項)｡この改正消安法に対する企業
側の関心は高く,自主行動指針の策定,マニュア
ルの作成,販売店や消防署などからの情事馴叉集
ルートの確立,専門部署の設置など社内体制の整
備などの取り組みがなされている(日本経済新
聞, 2007年4月29日)｡
経済産業省にはこれまでも年間約2,400件に上
る製品事故の報告があり,今後はさらに増加する
ものと見込まれるので,製品安全にかかわる人員
を36人増やして61人体制にする予定である(朝
日新聞, 2006年10月14日)｡ 2007年4月には,
製品安全担当の審議官,企画官のポストを新設し,
製品安全課の人員を25人から33人に増やし,消
費者保護行政の体制を強化した(讃頁新聞, 2007
年5月14日)｡
経済産業省は,三洋製扇風機などの経年劣化に
よる製品事故への対策として,石油給油器やガス
瞬間湯沸かし器など9品目の｢特定保守製品｣に
ついて, ｢設計標準使用期間｣を明示し,使用期
間が過ぎる前後に｢点検期間｣を設けて利用者に
通知することを事業者に義務付けるための消安法
と電気用品安全法の改正案を臨時国会に提出する
こととした(讃膏新聞, 2007年10月4日)0
(2)米欧の制度
米国では消費者製品安全委員会(consumer
Product SafetyCommission)が,年間予算約72
億円, 420人のスタッフで15,000種以上の製品
を包括的に監視しており,企業はもとより全米
100カ所の病院からのオンライン情報や消費者か
らの苦情などにより,年間約5,400件の危険情報
を受け付けている(日本経済新聞, 2006年9月9
冒)0
さらに自動車および自動車部品に関して
は, 2000年に米高速道路交通安全局(National
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Highway TrafFIC Safety　Administration,以下
NHTSAと表記) -の報告義務を格段に強化する
トレッド法(TREAD-The Transportation Recall
Enhancement Accountability and Documentation
Actof2000)が制定されている(2003年4月施
行)｡それは米国内および海外で発生する死亡･
重傷事故につき,製品クレームとなっているケー
スを四半期ごとにNHTSA-報告するようメー
カーに義務付けるものである｡米国内のみならず,
海外で発生する事故をも対象とするのが特筆され
る点である｡ちなみに改正消安法では日本国外で
発生する事故は対象とはならない｡
欧州連合(EU)でも2001年に｢一般的な製品
安全に関する閣僚理事会指令2001 95 EEC｣ (以
下改訂PS指令と表記)が採択された｡この改訂
PS指令では製品安全にかかわる情報の｢当局へ
の通知義務｣ (第5条第3項)が規定されてお
り9),その国内法化により各国のメーカーは従来
とは比較にならないほど重い報告義務を負うこと
になる｡
改訂PS指令の施行期限は2004年1月15日で
あり,すでにEUの25カ国中,大部分の加盟国
では国内法が成立している｡たとえば英国では,
General Product Safety Regulations 1994の改正法
であるGeneral Product SafetyRegulations 2005
が2005年10月1日から施行されている10)｡米欧
と比べて,わが国の事故情報報告･公表制度は遅
れていたといえよう｡その点は後述の日本弁護士
会の意見書にもあるとおりである｡
(3)改正消安法の意義
一連の事例から浮き彫りとなるのは,わが国の
企業および行政は製品事故情報の開示にきわめて
消極的であったということである｡いくつか特徴
的な点を挙げると以下のとおりである｡
<過去に遡る事故件数>
上記の事例をみると, PL事故が急増している
ような印象を受けるが, ｢過去に遡る事故件数｣
を最近になって公表したものが少なからずある
(表6参照)｡それらは逆に,これまでいかに公表
がなかったかということの表れである｡
i+　氾十ヨ
過去に遡る事故件数
パロマ湯沸かし器CO中毒事故. 1986年以降, 28件,
死者21人
ガス機器CO中毒事故, 1986年以降,死者355人
松下湯沸かし器CO中毒事故, 1986年以降,
死者48人
松下電器コンロ事故, 54件
シュレッダー事故, 36件,こども指切断9人
こんにゃくゼリー事故, 1995年以降, 40件,死者4人
温水便座事故, 1984年以降, 105件
電動自転車事故, 25件
扇風機劣化事故, 1982年以降, 54件
<メーカーの情幸馴叉集>
2006年8月,経済産業省がパロマ工業に31項
目からなる安全対策を求めたのは,事故情報の収
集体制に不備があり,それが被害を拡大させたと
判断したからである(3-2参照)｡日本ガス石油
機器工業会は2007年2月19日,湯沸かし器,ス
トーブなどのガス器具によるCO中毒事故が
1986年以降,計314件発生し,計199人が死亡
したと発表した(日本経済新聞, 2月20日)｡こ
れは国が把握している同期間の死者数である353
人を大幅に下回っており,メーカーの情報収集に
問題があることを示すものである｡米国のPL訴
訟において,原告側のデイスカバリ(開示要求)
で必ず聞かれるのは過去の事故歴であり,事故情
報の収集･フィードバック体制である｡事故情報
をはじめとする市場からの製品情報を設計･製造
に生かすというのは製品安全における基本動作の
1つである｡
<行政の方針>
松下電器は電子レンジからの発火事故など23
件の事故を経済産業省に報告していたが,経産省
は事故の公表やリコールを指導するなどのことは
しなかった(3-3 (3)参照)｡ 1998年,トヨトミ
の石油温風機で3件の死亡･重傷事故が発生した
ときにも,経済産業省は特に対策はとらず,進行
中のリコールを注視することにした(3-8参照)｡
リンナイ製湯沸し器でも,経済産業省は4件の事
故が起きていたことを把握していたが｢誤使用の
可能性が高い｣と公表を見送った(日本経済新
聞, 2007年2月11日)｡経産省はリンナイから
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2000年1月以降,発生のたびに報告を受けてお
り,その対応に不備があったことを認め,誤使用
でも公表することとした(日本経済新聞, 2007
年2月13日)｡そもそも経済産業省,国民生活セ
ンターは製品の欠陥が確認されるまでは公表をし
ないのを原則としていた(3-6参照)｡このよう
に行政も情報の開示には後ろ向きであった｡
<欠陥の有無>
行政･メーカーとも公表をするかどうかは｢欠
陥の有無｣を基準としていた｡たとえば上述の電
子レンジの件では,共通する原因が特定できない
ので｢偶発的な事故｣として処理していたとのこ
とである｡事故というのはそもそも｢偶発的な事
故｣であり,共通する原因が特定できなければ公
表しないというのは疑問である｡欠陥の特定はそ
う容易にできるものではないし,同種事故が相次
ぎ発生しない限り公表の必要はないという姿勢は
問題である｡
長年にわたるこうした｢公表をしない姿勢｣は
企業や行政の体質･風土･文化ともいえるもので
あり,改正消安法はそれらの改革を迫るものであ
る｡とくに大きな効果が期待されるのは行政当局
にも製品事故情報の公表の義務を課していること
である｡その影響はすでに述べたとおりここ1年
で多数の事故･リコール情報が報道されるに至っ
たとおりである｡ちなみに改正法施行から10月
2日までの事故報告は481件,うち火災は325件
で,死者の出たのが20件,重傷事故が133件で
あった(朝日新聞, 2007年10月12日)｡
改正消安法はいわば｢情報開示｣の法律であり,
その点に現代的な意義があると考えられる｡今や
｢情報開示｣は企業経営に不可欠なものとなって
いるが,それは前述したように情報開示がコーポ
レートガバナンスの重要な要素だからである｡改
正消安法は消費者保護のための法律であるが,
コーポレートガバナンスの強化にもつながるもの
である｡
4-3.リコール
リコールとは狭義では製品の｢回収･修理｣を,
広義ではそれに加えて｢警告｣ ｢レトロフィッ
ト｣ ｢買い取り｣などを含む是正措置の全般を指
すものである11)｡それはメーカーなどが欠陥品を
市場に出した場合には,それを是正しなければな
らないという責任である｡ PL対策は事前対策と
しての製品安全活動と事後対策としての事故対策
に分類されるが,リコールは製品安全活動の一環
である｡リコールには自主的に行う｢自主リコー
ル｣と当局の命令によって行う｢強制リコール｣
がある｡
日本では, ｢消費生活用製品安全法｣ ｢有毒物質
を含有する家庭用品の規制に関する法律｣ ｢薬事
法｣ ｢食品衛生法｣ ｢ガス事業法｣ ｢液化石油ガス
の保安の確保及び取引の適正化に関する法律｣
｢化学物質の審査及び製造などの規制に関する法
律｣に強制リコールの規定がある12)｡
自動車に関しては, 1969年(昭和44年) 8月,
運輸省令に基づく自動車型式指定規則として,逮
輸省に対する不具合などの届出を定めたのが始ま
りである｡ 1994年7月には改正された道路運送
車両法上の規定となったが,強制リコールではな
く,当局は｢改善措置の勧告｣ (第63条の1)と,
｢勧告に従わないときの公表｣ (第63条の3)が
できるのみであった｡
2000年に三菱自動車のリコール隠し事件が社
会問題となり,日本弁護士連合会は①強制リコー
ル制度, ②クレーム情報の報告･収集制度, ③ク
レーム情報の公表制度などの導入を求める意見書
をとりまとめた｡その後2002年に, ｢リコールに
関する命令権の新設｣ (第63条の2,第5項),
｢後付装置(チャイルドシート,タイヤなど)に
対するリコール制度の新設｣ (第63条の2,第2
項),そして｢報告義務違反に対する罰則の強化
(たとえば法人に対する罰金は20万円から2億円
へ増額)｣ (第111条第1号)などを盛り込んだ改
正道路運送車両法が成立した(2003年施行)13)｡
リコール命令権が新設されたことの意義は,自
主的なリコールが従来に比べて促進されるという
ことであろうか｡ちなみにリコールの件数(国民
生活センター調べ)は1999年度の40件から
2002年度の302件と大幅に増加しているが,そ
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れに対する消費者の反応は概ね肯定的である14)｡
改正消安法では,経済産業大臣は消費生活用製
品の欠陥により,重大な危害が発生し,あるいは
発生する危険がある場合には,製品の回収など必
要な措置をとるよう製造事業者または輸入事業者
に命ずることができるとしている(第39条第1
項)｡これを危害防止命令という｡旧法では緊急
命令と呼ばれていたものである｡
なお旧法,改正法を通じて｢消費生活用製品安
全法｣のもとで,リコール命令が発動されたの
は, 2005年11月29日の松下電器製石油温風機
に関するものが初めてであり(日本経済新聞,
2005年11月30日),その後も2006年8月28日
のパロマ工業に対するものがあるのみである(請
膏新聞, 2006年8月29日)｡
5.ぢすびにかえて-製品安全と企業価値-
製品安全は｢日本型品質管理｣とともに15),あ
るいはその延長線上にあるものとして1970年代
から1980年代以降,多くの企業において真撃な
取り組みがなされており,リスクマネジメントの
重要な柱といえるものであった｡それは具体的に
はPL対策という名のもとで,社内横断的なPL
委員会を設けるなど,経営層をも巻き込んだマネ
ジメントの取り組みであった｡しかしそのPSも
伝統的RMである限りは, PLというマイナスの
影響を最小化するための企業防衛的なものにとど
まる｡それを価値創造型のものとするためには,
戦略的な現代的RMの枠組みにおいて行う必要
がある｡それが｢PLをベースとしたPS｣から
｢csRをベースとしたPS｣への転換であり,情
報開示やリコールはそういったパラダイムのシフ
トをPSに反映させるための方策の1つである16)｡
-議
消費者政策3つの波と製品安全
改止消安法は新しい時代の要請が形になったも
のであり,現代的RMや｢CSRをベースとする
PS｣とは同じ背景のもとで生まれ,それらとト.-i
列のものである(表7参照)｡つまり｢消安法･
PL法-改正消安法｣という変化は, ｢伝統的RM
-現代的RM｣そして｢PL-PS-CSR-PS｣という
変化と軌を一にするものである｡製品安全による
企業価値の向上とは, PSをPL対策としてのも
のからCSR対策としてのものへとレベルアップ
させることである｡経営者がよく使う｢製品安全
は社会的責務｣という言葉には,そうした含意が
あるのかもしれない｡しかし今求められているの
は,単なるスローガンや精神論ではなく,経営
トップが自らの責任でそのCSR-PSを実行に移し
ていくことである｡
たとえ改正消安法であれ,それに対応するだけ
ならば,それはコンプライアンスやPL対策の問
題であり, CSRの中の｢適法性｣という一一つの
要素を満たすものに過ぎないということになる｡
改正消安法はその｢情報開示｣という内容のゆえ
に｢消費者保護｣はもちろんのこと,コーポレー
トガバナンスにも関係するものであるが, ｢CSR
をベースとする製品安全｣とは改正消安法への対
応に汲級とするのではなく,その法律の精神をよ
く汲んで,その法律の先を行くような活動をする
ことである｡改正消安法は高く評価すべきである
が,それはCSRを実現するための1つの有力な
拠り所となるであろうということである｡
注
1)わが国における消費者政策の変化については, 196()
年代の｢第一の波｣, 1990年代の｢第二の波｣そして
2000年代の｢第　三の波｣という3つの波があること
について松本(2006)参照｡
3つの波 僖?2?ﾁ徴 囘?R?M ?2?
第-の波 ?田??8??s政中心 傲???伝統的RM ?ﾂﾕ??
第二の波 ?涛??8??i法重視 ?ﾉd?1995年頃～ 現代的RM 
第三の波 ?????市場重視 弌ﾉ???d??5"ﾕ??
出所　松本(2006). p. 73の図表を参考に筆者作成｡
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2) ｢CSRベースのPS｣については杉野(2006), pp. 70-73
を参照｡
3)タイレノール事件が｢CSRのリコール｣であること
については杉野(2006), pp. 74-76参照｡
4)この点については杉野(2004), pp. 304-305参照｡
5)ギリシャ(1988年),イタリア(1988年),ルクセン
ブルク(1989年),デンマーク(1989年),ポルトガ
ル(1989年),ドイ　ツ(1989年),オラ　ンダ(1990
年),ベルギー(1991年),アイルランド(1991年),
スペイン(1994年),フランス(1998年),オースト
リア(1988年),ノルウェー(1988年),フィンラン
ド(1990年),スウェーデン(1991年),アイスラン
ド(1991年),スイス(1992年),リヒテンシュタイ
ン(1992年)である｡
6) 1975年8月,我妻栄氏を中心とする民法学者のグ
ループからなる製造物責任研究会が｢PL法安綱試
案｣を発表した｡
7) NITEの調べによると,製品事故は1995年度の1,051
作から2005年度には2,413件と10年間で2倍以上
に増えている｡
8)杉野(2004),pp. 40-43参照｡
9) Official Journal 2002, LOll.
10) http : /ww.opsi.gov.uk
ll)経済産業省(2007), p. 35では,リコールとは,一一般
に,消費生活用製品による事故の発生の拡大可能性
を最小限にするための事業者による対応を指し,具
体的には①一･般消費者-の注意喚起( ･般消費者に
対する製品事故のリスクに関する適切な情報提供),
②流通及び販売段階からの製品回収, ③一般消費者
の保有する製品の交換,改修(点検,修理及び部品
の交換等)叉は引き取りを実施することであると定
義されている｡
12)林囲学(1996) 『リコールの実務一一PL法施行でこう変
わる-』東洋経済新報社, pp. 61-70.
13)匝卜L交通省:道路運送車両法の--増βを改fF_する法律
案新旧対照条文, http : //www.mlit.go.jp/jidosha/law
/154/01/01_8.pdf｡
14)国民生活センターの調査によれば,リコールによっ
て｢その企業やブランドに対する信頼は高まる｣が
47.3%, ｢変化はない｣が34.3%であった｡ ｢｢製品
llllq又｣をめぐる現状と問題｣ 『消費′口舌年報2004』 p
l06｡
15)口本型品質管理については杉野(2003), pp. 166-170
参照｡
16) CSRによるリコールについては杉野(2006),pp.70-
76参照｡
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